
さくら都市計画地区計画の変更 （さくら市決定）  

 

都市計画桜ヶ丘地区地区計画を次のように変更する。 

名 称 桜ヶ丘地区地区計画 

位 置 さくら市桜ヶ丘１丁目、２丁目、３丁目 

面 積 約２６．４ｈａ 

地区計画 

の目標 

 本地区は、ＪＲ氏家駅より北東へ約１２㎞、喜連川市街地の北部の緑豊かな丘陵地に位

置し、民間開発により、自然環境と調和のとれた住宅地として整備され、建築協定により

良好な住環境が保全された地区である。 

 本地区計画においては、建築物等の規制を行うことにより、建築協定により形成されて

きた緑豊かで潤いのある良好な住環境の維持・保全を図ることを目標とする。 

区域の整

備・開発及

び保全に

関 す る 

方 針 

 （土地利用の方針） 

 良好な住宅地の形成を図るため、区域を一戸建住宅及び公益的施設等を配置するＡ地

区、一戸建住宅及び日常生活に必要な商業機能の配置を許容するＢ地区、店舗・飲食店そ

の他これらに類する用途に供するＣ地区、公園緑地を保全するＤ地区に区分する。 

 （地区施設の整備方針） 

 第２林間住宅１号線（幅員１４ⅿ）を中心に区画道路２９路線（６～８ⅿ）を配置し、

また、地区内に街区公園（４箇所）を配置し、各施設の機能が損なわれないよう、維持、

保全を図る。 

 （建築物等の整備方針） 

 地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、緑豊かな潤いのある住宅地としての維持

保全を図るため、建築物等に関して次の制限を定める。 

（１）建築物等の用途の制限 

（２）建築物の容積率の最高限度 

（３）建築物の建蔽率の最高限度 

（４）建築物の敷地面積の最低限度 

（５）壁面の位置の制限 

（６）建築物等の高さの最高限度 

（７）建築物等の形態又は意匠の制限 

（８）垣又は柵の構造の制限 

 

 

 

 

 

 

 



地

区

整

備

計

画 

 

地区施設の 

配置及び規

模 

道路 

種 別 名  称 幅 員 延  長 備 考 

幹線道路 
市 道 

第２林間住宅１号線 
１４ⅿ 約１，１８０ⅿ 

 

 

公園 

種 別 名  称 面  積 備 考 

街区公園 １号街区公園  約０.１ｈａ  

２号街区公園 約０.１ｈａ  

３号街区公園 約０.１ｈａ  

４号街区公園 約０.１ｈａ  

建 

築 

物 

等 

に 
関 

す 

る 

事 

項 

地区の

区分 

名称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 

面積 約２３．６ｈａ 約０.４ｈａ 約０.１ｈａ 約１.８ｈａ 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げる建

築物以外は建築

してはならない。 

(１) 一戸建ての

住宅 

(２) 建築基準法

施行令（昭和２

５年政令第３３

８号。以下「令」

という。）第１３

０条の３に掲げ

る兼用住宅 

(３) 地域集会場 

(４) 前各号の建

築物に附属する

もの（令第１３

０条の５各号に

掲げるものを除

く。） 

次に掲げる建

築物以外は建築

してはならない。 

(１) 一戸建ての

住宅 

(２) 令第１３０

条の３に掲げる

兼用住宅 

(３) 建築基準法

（昭和２５年法

律第２０１号。以

下「法」という。）

別表第２(い)項

第８号に掲げる

もの 

(４) 店舗、飲食

店その他これら

に類する用途に

供するもののう

ち、令１３０条

の５の３各号に

掲げるもので、

その用途に供す

る部分の床面積

の合計が５００

㎡以内のもの 

(５) 前各号の建

次に掲げる建

築物以外は建築

してはならない。 

(１) 法別表第２

(い)項第８号に

掲げるもの 

(２) 店舗、飲食

店その他これら

に類する用途に

供するもの（ただ

し、法別表第２

（ほ）各号に掲げ

るものを除く。） 

(３) 前各号に掲

げる建築物に附

属するもの 

次に掲げる建

築物以外は建築

してはならない。 

(１) 公園管理事

務所 

(２) 公衆便所、 

休憩所その他こ

れらに類するも

の 

(３) 前各号に掲

げる建築物に附

属するもの 

 



築物に附属する

もの（令第１３

０条の５各号に

掲げるものを除

く。） 

建築物の 

容積率の 

最高限度 

６/１０ 

 ただし、地域

集会所並びにこ

の建築物に附属

する建築物につ

いてはこの限り

ではない。 

１０/１０ ２０/１０ ６/１０ 

 ただし、公園管

理事務所、公衆便

所、休憩所その他

これらに類する

もの、並びにこれ

らの建築物に附

属する建築物に

ついてはこの限

りではない。 

建築物の 

建蔽率の 

最高限度 

４/１０ 

 ただし、地域

集会所並びにこ

の建築物に附属

する建築物につ

いてはこの限り

ではない。 

５/１０ ６/１０ ４/１０ 

 ただし、公園管

理事務所、公衆便

所、休憩所その他

これらに類する

もの、並びにこれ

らの建築物に附

属する建築物に

ついてはこの限

りではない。 

建 築 物 の 

敷地面積の 

最 低 限 度 

２５０㎡ 

 ただし、地域集会所、公園管理事務所、公衆便所、休憩所その他これら

に類するもの、並びにこれらの建築物に附属する建築物についてはこの限

りではない。 

 

壁面の 

位置の 

制 限 

 建築物の外壁（屋外階段、バルコニー、ベランダ、出窓等除く。）又は

これらに代わる柱の面から道路境界線及び隣地境界線までの距離は１.５

ⅿ以上としなければならない。ただし、公共公益施設等または建築物もし

くは建築物の部分が次の各号の一に該当する場合はこの限りではない。 

（１）外壁又はこれらに代わる柱の中心線の長さの合計が３ⅿ以下のも 

の。 

（２）物置その他これらに類するもので、軒の高さが２.３ⅿ以下で、か

つ、床面積が５㎡以下のもの。 



（３）車庫（柱と屋根のみで壁がないもの）の用途に供するもので、軒の

高さが２.５ⅿ以下のもの。 

建築物の 

高 さ の 

最高限度 

建築物の高さ

は１０ⅿを越え

てはならない。

また、建築物の

各部分の高さは

次に掲げるもの

以下としなけれ

ばならない。 

(１) 前面道路の

反対側の境界

線までの水平

距離に１.２５

を乗じ得たも

の 

(２) 前面道路の

反対側の境界

線又は隣地境

界線までの真

北方向の水平

距離に１.２５

を乗じ得たも

のに５ⅿを加

えたもの 

建築物の高さ

は１２ⅿを越え

てはならない。

また、建築物の

各部分の高さは

次に掲げるもの

以下としなけれ

ばならない。 

(１) 前面道路の

反対側の境界線

までの水平距離

に１.２５を乗

じ得たもの 

建築物の高さ

は１５ⅿを越え

てはならない。

また、建築物の

各部分の高さは

次に掲げるもの

以下としなけれ

ばならない。 

(１) 前面道路の

反対側の境界線

までの水平距離

に１.５を乗じ

得たもの 

建築物の高さ

は１０ⅿを越え

てはならない。 

建築物等の 

形態又は 

意匠の制限 

建築物の屋根、外壁(屋外階段、バルコニー、ベランダ、出窓等含む。） 

及び柱並びに工作物の色彩は、原色を避け、住宅地にふさわしい落ち着い

たものとする。 

また、屋外広告物は自家用広告物のみとしなければならない。ただし、

市が公共公益上必要と認めた屋外広告物は、この限りではない。 

垣又は 

柵の 

構造の制限 

敷地境界に垣又は柵を設置する場合の構造は、門柱及び門扉を除き生垣

としなければならない。ただし、公共公益施設（都市計画法（昭和 43

年法律第 100 号）第 4条第 14 号に掲げるもの及び居住者の福祉又は利

便のため必要な施設をいう。）の用に供する敷地に設置するものについ

ては、この限りではない。 

 「区域は計画図表示のとおり」 

 

 



 理 由 

当地区において、周辺環境と調和した良好な居住環境の維持保全を図りつつ、日常生活に必要な機

能を備えた地元生活圏の形成を推進するため、本案のとおり地区計画を変更するものである。 


